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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第108期

第２四半期連結
累計期間

第108期
第２四半期連結
会計期間

第107期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

営業収益 (千円) 21,717,16511,327,49340,295,647

経常利益 (千円) 725,645 389,8771,687,337

四半期(当期)純利益 (千円) 401,346 225,8161,330,875

純資産額 (千円) ― 12,829,13412,814,214

総資産額 (千円) ― 38,286,19737,532,458

１株当たり純資産額 (円) ― 439.32 439.25

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 13.89 7.81 46.07

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 13.86 7.80 45.94

自己資本比率 (％) ― 33.2 33.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 841,985 ― 2,389,039

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △456,966 ― △2,102,845

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △14,246 ― △115,882

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 2,850,6342,448,765

従業員数 (人) ― 688 665

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等推移については記載しておりま

せん。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

当第２四半期連結会計期間において、親会社の異動はありません。

　

(2) 連結子会社

当第２四半期連結会計期間において、連結子会社の異動はありません。

　

(3) 持分法適用関連会社

当第２四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社の異動はありません。

　

(4) その他の関係会社

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人)
688
(76)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人)
560
(76)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループ（当社及び連結子会社）は主に、総合物流事業を営んでいるため、生産実績は記載してお

りません。

　

(2) 受注実績

当社グループ（当社及び連結子会社）の業務形態は物流事業、海運事業、不動産事業と多岐にわたって

おり、受注が各事業にまたがる特質を有し、且つ、流動的であるため、受注状況を画一的に表示することは

困難であります。

よって、受注実績は記載しておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

物流事業 8,105,718

海運事業 3,100,741

不動産事業 121,034

合計 11,327,493

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先

当第２四半期連結会計期間

金額(千円) 割合(％)

太平洋セメント㈱ 3,067,760 27.1

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間のわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱に

よる米国経済の減退や、為替並びに株式市場の不安定な動向が実体経済に波及し、原材料価格の高騰が続

くなど、景気の減速傾向が一層強まりました。

物流業界におきましては、アジアをはじめロシア向けの荷動きは堅調に推移しましたが、国内貨物につ

いては、改正建築基準法の影響により建築資材において荷動きの回復が鈍化しているほか、燃料費の高止

まりが続き、依然として厳しい経営環境が続きました。

このような環境の下、当社グループは、平成23年3月期を最終年度とする「10中期経営計画」に基づき、

国内物流事業の強化・拡大、国際物流事業の拡大、環境事業の拡大、グループ経営の強化、経営戦略を実現

させる人事政策、ＣＳＲ取組の強化を重点施策として目標達成に向けて取り組みました。

この結果、当第２四半期連結会計期間の営業収益は113億2千7百万円、営業利益は4億2千6百万円、経常

利益は3億8千9百万円、四半期純利益は2億2千5百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　

①　物流事業

物流事業におきましては、国際貨物について、中国・東南アジアとの貿易が順調に推移し、海上コン

テナの取扱量が増加したほか、国際複合一貫輸送においてロシア・ＣＩＳ地域向けのパイプ・建設機

械輸送の取扱が順調に推移いたしました。

国内貨物においては、改正建築基準法の影響が払拭されず、セメント並びにセメント関連製品の輸送

量が低迷したものの、産業廃棄物の輸送量は増加しました。

これらの結果、物流事業全体の営業収益は81億5百万円となり、営業利益は5億5千2百万円となりまし

た。

②　海運事業

海運事業におきましては、内航セメント船の定期用船収入は増加したものの、外航貨物船による砂・

砂利や産業廃棄物の輸送量が減少し、燃料高騰により輸送コストも増加しました。

これらの結果、海運事業全体の営業収益は31億円となり、営業利益は1億1千9百万円となりました。

③　不動産事業

不動産事業におきましては、賃貸ビルのテナント移動等に伴って減収となり、修繕費等の維持コスト

が増加しました。

この結果、営業収益は1億2千1百万円となり、営業利益は7千8百万円となりました。

　

上記事業の種類別セグメントの営業利益はセグメント間取引消去前の金額で記載しております。なお、

上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 財政状態の分析

資産合計は、前連結会計年度末に比べ7億5千3百万円増加の382億8千6百万円（2.0％増）となりまし

た。主な要因は、船舶の売却等により現金及び預金が4億1百万円増加したほか、受取手形及び営業未収入

金が5億9千4百万円、札幌の倉庫建設用地購入等により土地が2億6百万円増加したものの、時価下落に伴

う評価差額の減少等で投資有価証券が3億5千2百万円減少したこと等によります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ7億3千8百万円増加の254億5千7百万円（3.0％増）となりまし

た。主な要因は、営業未払金が2億7千5百万円、短期借入金が3億8千3百万円、預かり本船運賃等の増加に伴

い、流動負債のその他が5億1千4百万円、長期借入金が3億7千3百万円増加したものの、一年内償還予定の

社債が5億円、退職給付引当金が1億6千5百万円、役員退職慰労引当金が9千2百万円減少したこと等により

ます。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ1千4百万円増加の128億2千9百万円（0.1％増）となりました。

主な要因は、配当金の支払い1億7千3百万円、四半期純利益の増加4億1百万円により利益剰余金が2億2千7

百万円増加し、少数株主持分が1千2百万円増加したものの、その他有価証券評価差額金が1億9千6百万円

減少し、為替換算調整勘定が2千8百万円減少したこと等によります。

以上により、自己資本比率は33.2％と前連結会計年度末に比べて0.6ポイントの減少となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末の連結キャッシュ・フローは、2億4千6百万円減少し、現金及び現金同等

物の当第２四半期連結会計期間末残高は28億5千万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純

利益3億7千9百万円、減価償却費2億8千1百万円の計上に対し、賞与引当金1億7千7百万円の減少等によ

り、4億5千8百万円の増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却に

よる収入5億9百万円に対し、有形固定資産の取得による支出3億4千1百万円、その他投資の増加に伴う

支出3千2百万円及び無形固定資産の取得による支出2千万円等により、1億2千2百万円の増加となりま

した。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金7億円及び短

期借入金1億5千2百万円を調達した一方、長期借入金3億2千2百万円及び短期借入金7億8千万円の返済

に加え、社債の償還額5億5千万円、長期未払金4千1百万円の支払等により、8億4千8百万円の減少となり

ました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上の対

処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第１四半期連結会計期間末に計画中であった、札幌流通センターの土地取得並びに倉庫建設につきま

しては、平成20年9月に完了いたしました。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,910,00028,910,000
東京証券取引所
（市場第一部）

─

計 28,910,00028,910,000― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行し

ております。

株主総会の特別決議日（平成16年６月30日）

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数（個） 116　（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 116,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり150　（注）２　

新株予約権の行使期間
　平成18年７月１日～
平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　150
資本組入額　 75

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の行使は、当社普通株式にかかる株券が日
本国内の証券取引所に上場されるまで、行使することが
できないこととする。

　新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時におい
て、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従
業員の何れかの地位を保有している者とする。ただし、
当社または当社の子会社の従業員の定年、または会社都
合による退職など正当な理由ある場合、および退任する
当社または当社の子会社の取締役、または監査役に正当
な理由ある場合には、この限りではないものとする。

　新株予約権者が新株予約権の行使期間中に死亡した場
合、相続人が新株予約権者の死亡の日より６ヶ月以内
（権利行使期間中に限る）に限り、その権利を行使でき
るものとする。
　その他の条件については、新株予約権発行の取締役会
決議に基づき、割当対象者との間で締結する「新株予約
権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式合併を行う場合は、分割または合併の比率に応じ次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く）が

行われる場合、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものと

する。

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　

EDINET提出書類

東海運株式会社(E04329)

四半期報告書

 9/33



(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年９月30日 ─ 28,910 ─ 2,294,010 ─ 1,504,890

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

太平洋セメント㈱ 東京都中央区明石町８番１号 14,900 51.54

そしあす証券㈱ 東京都中央区日本橋室町三丁目２番15号 960 3.32

㈱商船三井 大阪府大阪市北区中之島三丁目６番32号 880 3.04

アサヒビール㈱ 東京都墨田区吾妻橋一丁目23番１号 602 2.08

鈴与㈱ 静岡県静岡市清水区入船町11番１号 444 1.54

三井住友海上火災保険㈱ 東京都中央区新川二丁目27番２号 400 1.38

㈱内山アドバンス 東京都江戸川区東瑞江二丁目45番地 360 1.25

鈴与トラックステーション㈱ 東京都千代田区丸の内二丁目３番２号 305 1.05

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 300 1.04

中央三井信託銀行㈱ 東京都港区芝三丁目33番１号 300 1.04

計 ― 19,451 67.28

(注)　発行済株式の総数の10分の１以上の数を保有する大株主１名を含め、上位10名の株主を記載しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 　　　10,300

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 　28,898,400 288,984 ─

単元未満株式 普通株式      　1,300― ─

発行済株式総数 28,910,000― ―

総株主の議決権 ― 288,984 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式74株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東　海運株式会社

東京都中央区日本橋浜町
三丁目３番２号

10,300 ─ 10,300 0.04

計 ― 10,300 ─ 10,300 0.04

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 321 335 339 330 335 346

最低(円) 300 309 310 299 300 313

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

該当事項はありません。

　

(注)　当社では執行役員制度を導入しております。前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書

提出日までの執行役員の異動は、次のとおりであります。

　

(1) 新任執行役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任執行役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

執行役員
中部事業部長

執行役員
フェリー事業部長

築　山　　啓　一 平成20年８月１日

執行役員
東京陸運事業部長

執行役員
中部事業部長

増　井　　公　文 平成20年８月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,080,634 2,678,765

受取手形及び営業未収入金 6,814,718 6,219,791

その他 1,255,449 1,523,432

貸倒引当金 △11,308 △10,919

流動資産合計 11,139,494 10,411,069

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,398,206 7,229,663

機械装置及び運搬具（純額） 172,262 194,981

船舶（純額） 2,940,075 3,092,541

土地 11,312,018 11,105,932

その他（純額） 194,656 53,484

有形固定資産合計 ※１
 22,017,219

※１
 21,676,603

無形固定資産

のれん 101 179

その他 1,406,139 1,404,068

無形固定資産合計 1,406,240 1,404,248

投資その他の資産

投資有価証券 3,134,474 3,487,389

その他 647,274 609,772

貸倒引当金 △58,506 △56,624

投資その他の資産合計 3,723,242 4,040,537

固定資産合計 27,146,703 27,121,389

資産合計 38,286,197 37,532,458
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 4,971,232 4,695,344

短期借入金 7,208,310 6,824,610

1年内償還予定の社債 100,000 600,000

未払法人税等 383,529 419,269

賞与引当金 314,174 306,831

その他 2,203,771 1,689,730

流動負債合計 15,181,017 14,535,785

固定負債

社債 100,000 150,000

長期借入金 5,435,167 5,061,322

退職給付引当金 1,876,853 2,042,555

役員退職慰労引当金 24,405 116,672

特別修繕引当金 149,715 118,015

負ののれん 2,011 4,022

その他 2,687,892 2,689,871

固定負債合計 10,276,045 10,182,459

負債合計 25,457,062 24,718,244

純資産の部

株主資本

資本金 2,294,010 2,294,010

資本剰余金 1,505,049 1,505,053

利益剰余金 8,511,425 8,283,476

自己株式 △4,156 △4,163

株主資本合計 12,306,328 12,078,376

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 410,358 607,230

為替換算調整勘定 △20,361 8,501

評価・換算差額等合計 389,997 615,732

少数株主持分 132,808 120,105

純資産合計 12,829,134 12,814,214

負債純資産合計 38,286,197 37,532,458
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業収益 21,717,165

営業費用 19,707,930

営業総利益 2,009,235

販売費及び一般管理費

従業員給料 454,042

賞与引当金繰入額 108,718

退職給付費用 33,782

役員退職慰労引当金繰入額 11,674

福利厚生費 109,856

貸倒引当金繰入額 393

減価償却費 24,356

その他 501,699

販売費及び一般管理費合計 1,244,522

営業利益 764,712

営業外収益

受取利息 9,001

受取配当金 33,049

負ののれん償却額 2,011

持分法による投資利益 2,619

為替差益 21,550

その他 27,739

営業外収益合計 95,971

営業外費用

支払利息 117,695

その他 17,343

営業外費用合計 135,038

経常利益 725,645

特別利益

固定資産売却益 10,397

特別利益合計 10,397

特別損失

固定資産処分損 2,038

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 1,990

投資有価証券評価損 3,132

ゴルフ会員権評価損 3,270

環境対策費 9,776

その他 ※１
 28,510

特別損失合計 48,718

税金等調整前四半期純利益 687,324

法人税等 273,144

少数株主利益 12,833

四半期純利益 401,346
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

営業収益 11,327,493

営業費用 10,277,927

営業総利益 1,049,566

販売費及び一般管理費

従業員給料 236,353

賞与引当金繰入額 47,960

退職給付費用 15,745

役員退職慰労引当金繰入額 3,107

福利厚生費 57,715

貸倒引当金繰入額 273

減価償却費 12,239

その他 250,001

販売費及び一般管理費合計 623,397

営業利益 426,168

営業外収益

受取利息 7,990

受取配当金 5,592

負ののれん償却額 1,005

為替差益 6,688

その他 14,309

営業外収益合計 35,586

営業外費用

支払利息 58,578

持分法による投資損失 4,176

その他 9,123

営業外費用合計 71,877

経常利益 389,877

特別利益

固定資産売却益 9,686

特別利益合計 9,686

特別損失

固定資産処分損 1,416

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 1,990

投資有価証券評価損 3,132

ゴルフ会員権評価損 3,270

環境対策費 9,776

特別損失合計 19,585

税金等調整前四半期純利益 379,978

法人税等 146,573

少数株主利益 7,587

四半期純利益 225,816
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 687,324

減価償却費 551,667

退職給付引当金の増減額（△は減少） △165,701

その他の引当金の増減額（△は減少） △50,953

受取利息及び受取配当金 △42,050

支払利息 117,695

為替差損益（△は益） △25,285

持分法による投資損益（△は益） △2,619

固定資産売却損益（△は益） △8,358

投資有価証券評価損益（△は益） 3,132

ゴルフ会員権評価損 3,270

売上債権の増減額（△は増加） △594,927

仕入債務の増減額（△は減少） 275,888

その他 554,490

小計 1,303,571

利息及び配当金の受取額 48,800

利息の支払額 △126,614

法人税等の支払額 △383,772

営業活動によるキャッシュ・フロー 841,985

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △20,000

定期預金の払戻による収入 20,000

有形固定資産の取得による支出 △879,961

有形固定資産の売却による収入 509,923

無形固定資産の取得による支出 △26,038

投資有価証券の取得による支出 △9,435

貸付けによる支出 △55,869

貸付金の回収による収入 31,049

その他 △26,634

投資活動によるキャッシュ・フロー △456,966
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △1,050,000

短期借入れによる収入 1,252,000

長期借入金の返済による支出 △644,455

長期借入れによる収入 1,200,000

社債の償還による支出 △550,000

自己株式の取得による支出 △8

自己株式の売却による収入 12

配当金の支払額 △173,397

その他 △48,397

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,246

現金及び現金同等物に係る換算差額 31,096

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 401,869

現金及び現金同等物の期首残高 2,448,765

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,850,634
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年９月30日)

１　持分法の適用に関する事項の変更

(1)　非連結子会社

該当事項はありません。

(2)　関連会社

第１四半期連結会計期間から、重要性が増したTANDEM HOLDING (HK) LTD.を持分法の適用の範囲に含

めております。

２　会計方針の変更

(1)　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）に変更しております。なお、これにより、営業総利益、営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

(2)　リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月

30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　

平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期連結会計

期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計

上しております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方

法によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

この結果、従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間のリース資産が有形固定資

産に142,520千円及び無形固定資産に14,747千円計上されております。なお、これにより、営業総利益、営

業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

 

　　　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を

含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示し

ております。

 

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

有形固定資産の耐用年数の変更

当社の機械装置については、従来、耐用年数を７～

17年としておりましたが、第１四半期連結会計期間よ

り10～17年に変更しました。

この変更は、法人税法の改正を契機とし見直しを行

い、第１四半期連結会計期間より、有形固定資産のう

ち機械装置について耐用年数を変更したものであり

ます。なお、これにより、営業総利益、営業利益、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１ ※１　有形固定資産の減価償却累計額は、21,261,459

千円であります。
１ ※１　有形固定資産の減価償却累計額は、20,806,670

千円であります。

２ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に

対して、次のとおり保証を行っております。

㈱ワールド流通センター 942,900千円

夢洲コンテナターミナル㈱ 64,687千円

計 1,007,587千円

 

２ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対

して、次のとおり保証を行っております。

㈱ワールド流通センター 997,000千円

計 997,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　※１　特別損失のその他は、事業改善に伴う資産移設

費用28,510千円であります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年９月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,080,634千円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 230,000千円

現金及び現金同等物 2,850,634千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月　１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 28,910,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,374

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 173,397 6.00平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

既存分のリース取引で所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法

に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末

に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
物流事業
(千円)

海運事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

8,105,7183,100,741121,03411,327,493 ― 11,327,493

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

6,325 ─ 10,104 16,429(16,429) ―

計 8,112,0433,100,741131,13811,343,923(16,429)11,327,493

営業利益 552,588119,48478,651750,725(324,556)426,168

(注) １　事業区分は、サービス（役務）の種類、原料・製品の輸送及び保管方法等により下記の事業区分にしておりま

す。

２　各区分の主な役務の内容

物流事業

 

役務の内容

 

鉄鋼・硝子・タイヤ等の港湾運送作業、倉庫作業、通関業務等、鉄

鋼・建材・セメント・タイヤ等の陸上貨物運送及び工場構内に

おける建材・硝子等の運搬作業等

海運事業 役務の内容 主としてセメント及び原料等の海上貨物輸送

不動産事業 役務の内容 不動産の賃貸、管理業務等

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
物流事業
(千円)

海運事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

15,476,7685,989,813250,58321,717,165 ― 21,717,165

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

14,849 ─ 20,208 35,057(35,057) ―

計 15,491,6185,989,813270,79121,752,223(35,057)21,717,165

営業利益 1,023,594215,793173,0221,412,410(647,697)764,712

(注) １　事業区分は、サービス（役務）の種類、原料・製品の輸送及び保管方法等により下記の事業区分にしておりま

す。

２　各区分の主な役務の内容

物流事業

 

役務の内容

 

鉄鋼・硝子・タイヤ等の港湾運送作業、倉庫作業、通関業務等、鉄

鋼・建材・セメント・タイヤ等の陸上貨物運送及び工場構内に

おける建材・硝子等の運搬作業等

海運事業 役務の内容 主としてセメント及び原料等の海上貨物輸送

不動産事業 役務の内容 不動産の賃貸、管理業務等
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 439.32円 １株当たり純資産額 439.25円

　

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 13.89円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

13.86円

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 401,346

普通株式に係る四半期純利益(千円) 401,346

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 28,899

四半期純利益調整額(千円) ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数(千株)

61

普通株式増加数(千株) 61

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 7.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

7.80円

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 225,816

普通株式に係る四半期純利益(千円) 225,816

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 28,899

四半期純利益調整額(千円) ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数(千株)

61

普通株式増加数(千株) 61

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月６日

東海運株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　大　　杉　　秀　　雄　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　橋　　久 仁 子　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　清　　水　　芳　　彦　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

運株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海運株式会社及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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